
1

課題を鑑み、多種多様

0

な講座を開催し、生涯

5

学習の推進を行ってい

8

る。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 480 462 659 663 合計 658,815 円
報償費 496,000 円

財
　
源

特定財源 58 62 84 80 需用費 85,845 円
使用料及び賃借料 76,970 円

一般財源 422 400 575 583

職員人件費　② 6,023 6,138 6,371 6,479

総事業費（①＋②） 6,503 6,600 7,030 7,142

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 講座受講料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
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∧
　
　
実
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∨
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Ｐ
　
　
Ｌ
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Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 生涯学習

和

・青少年育成
施策体系

６

施策の内容 学習機会の

年

充実

目
　
　
　
的

　多様

度

化する市民の学習要求

評

に応え、誰もが

主
た
る

価

内
容

　市民ニーズの把

）

握に努め、各種講座を

刈

前期
気軽に学べる機会

谷

と場所を提供し、生涯

市

学習 と後期に分けて約

事

3か月間で開設し、市

務

民が気
の推進と支援を

事

図る。 軽に学習活動に

業

参加できる場を提供す

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

刈谷市生涯学習推進計

シ

画

根拠法令 社会教育法

ー

対象者 市内在住・在勤

ト

または在学の人 事業期

（

間 ～

実施方法 ■直営　

様

□委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実

育

　
績

４年度実績 ５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

一

計画

・市民講座開設数

般

　　6講座 ・市民講座

会

開設数　　6講座 ・市

計

民講座開設数　　6講

市

座 ・市民講座開設数　

民

　6講座
・市民講座受

講

講者数　102人 ・市

座

民講座受講者数　 7

開

8人 ・市民講座受講者

設

数　105人 ・市民講

事

座受講者数　106人

業

　受講者の知識・教養

担

の向上、技術の習得に

当

資すると共に、学習者

課

相互のふれあいの場を

北

提供することにより、

部

生涯学習

成果
活動の推

市

進に貢献することがで

民

きた。

　市民講座受講

セ

後の受講者の施設利用

ン

を考慮し、受講者によ

タ

る自主サークルへの参

ー

加や新たな自主サーク

款

ル結成の促進を

図る必

項

要がある。
課題

指標名

目

称（単位）
実績値 目標

担

値

４年度 ５年度 ６年度

当

７年度 ９年度

成果 市民

係

講座受講者数（人） 1

北

02 78 105 106

部

108
指標

指標
　近隣

市

市（安城市）において

民

も、地区公民館単位で

セ

、市民が多様な学習機

ン

会の提供を受けること

タ

ができるよ
他市との う

ー

、地域の特性や公共的



0 5 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の

令

生涯学習活動に対し、

和

学習機会の提供及び活

７

動の
・法的業務

高い
支

年

援をしており必要性の

度

高い事業である。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　各種講

６

座の開催により市民へ

年

の多様な学習プログラ

度

ムの
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

提供、

価

学習意欲の一層の向上

）

や参加促進を効率的に

刈

行って
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 いる。
・手

市

段の最適性　など

　時

事

代の変化に対応したプ

務

ログラムの提供など、

事

市民の生
・市が主体と

業

なって実施する
高い

涯

評

学習活動を支援するた

価

めに市の関与は必要で

シ

ある。
妥当性 　べき事

ー

業であるか
・総合計画

ト

との整合性　など

　各

（

種講座を実施すること

様

で、市民の学習意欲の

式

向上及び

施策への ・施

２

策への貢献度
普通

学習

）

活動への参加の促進に

会

寄与している。
・目標

計

達成度
貢献度 ・市民サ

名

ービスへの効果　など

担

今後の方向性 □拡充　

当

■現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

教

期設定　□休止・廃止

育

　引き続き各種講座を

部

行うことで、市民の学

一

習意欲の向上を図ると

般

ともに学習活動への参

会

加を促進していく。

計
市民講

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

座

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

開

　
評
　
価
　
∨

設事業
担当課 北部市民センター

款 項 目 担当係 北部市民センター

1



ー

においても公民館単位

1

で、利用団体が学習成

0

果を発表する「公民館

5

まつり」を年1回開
他

8

市との 催し、地域の生涯学習活動の啓発を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 346 346 352 合計 345,780 円
委託料 320,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 25,780 円

一般財源 0 346 346 352

職員人件費　② 1,318 2,686 2,787 2,835

総事業費（①＋②） 1,318 3,032 3,133 3,187

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 生涯学

和

習・青少年育成
施策体

６

系
施策の内容 学習活動

年

の支援

目
　
　
　
的

　北

度

部市民センターの利用

評

団体が日頃の学習

主
た

価

る
内
容

　学習成果の発

）

表・展示、芸能音楽の

刈

発表等
成果を発表・展

谷

示することにより、学

市

習意欲 を年1回、北部

事

市民センター全館で実

務

施する。
の向上と団体

事

間の交流や親睦を図る

業

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

評

谷市生涯学習推進計画

価

根拠法令 社会教育法

対

シ

象者 北部市民センター

ー

利用団体及び地域住民

ト

事業期間 平成２年度 ～

（

実施方法 ■直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

育

４年度実績 ５年度実績

部

６年度実績 ７年度計画

一

11月13日（日）　

般

中止 11月12日（日

会

） 11月10日（日）

計

11月9日（日）
・参

学

加団体数　13団体 ・

習

参加団体数　12団体

発

・参加団体数　12団

表

体
・参加者数　　 1

会

36人 ・参加者数　　

実

 129人 ・参加者数

施

　　 130人
・入場

事

者数　　 301人 ・

業

入場者数　　 330

担

人 ・入場者数　　 3

当

35人

　利用グループ

課

が日頃の学習成果を作

北

品展示、芸能発表等を

部

実施することにより、

市

利用グループの交流と

民

親睦の輪を広げ

成果
る

セ

ことができ、地域住民

ン

との交流と親睦が深め

タ

られた。

　学習発表会

ー

の参加者数、入場者数

款

は、ここ数年で増減を

項

繰り返している。増員

目

のための施策が求めら

担

れる。

課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

４

係

年度 ５年度 ６年度 ７年

北

度 ９年度

活動 参加団体

部

数（団体） ― 13 12

市

12 12
指標
成果 来館

民

者数【参加者数＋入場

セ

者数】 ― 437 459

ン

465 475
指標 （人

タ

）
　近隣市（安城市）



10 5 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　北部

令

市民センターの利用団

和

体である市民が、日頃

７

の学習
・法的業務

高い

年

成果を発表・展示する

度

ことで学習意欲の向上

（

と団体間の交
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

流や親睦を図るため、

６

必要性の高い事業であ

年

る。
・市民生活上必要

度

である　など

　北部市

評

民センターの利用団体

価

で構成される実行委員

）

会に
・コストの節減、

刈

費用対効果
普通

委託し

谷

、活動の充実・活性化

市

を図り、学習意欲の一

事

層の向
効率性 ・執行体

務

制の効率性 上や参加促

事

進を行い、効率的な運

業

営を行っている。
・手

評

段の最適性　など

　学

価

習成果の発表の場の提

シ

供など市民の生涯学習

ー

活動を支
・市が主体と

ト

なって実施する
高い

援

（

するために市の関与は

様

必要である。
妥当性 　

式

べき事業であるか
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど

　学習発表会を実施

会

することで、市民の学

計

習意欲の向上及

施策へ

名

の ・施策への貢献度
普

担

通
び学習活動への参加

当

の促進に寄与している

部

。
・目標達成度

貢献度

教

・市民サービスへの効

育

果　など

今後の方向性

部

□拡充　■現状維持　

一

□改善・効率化　□縮

般

小　□終期設定　□休

会

止・廃止

　引き続き、

計

学習発表会を行うこと

学

で、市民の学習意欲の

習

向上を図るとともに学

発

習活動への参加を促進

表

していく。

会実施事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

業

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

担

　
∨

当課 北部市民センター

款 項 目 担当係 北部市民センター



5

3 17.6 20.5 1

8

8.0 18.0
指標

　近隣市（安城市）においても、地区公民館単位で、施設管理コストの削減に努め、また、積極的に利用者
他市との からの意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,733 14,476 14,862 15,493 合計 14,861,739 円
需用費 3,647,111 円

財
　
源

特定財源 827 1,177 1,062 1,063 役務費 185,375 円
委託料 10,916,932 円

一般財源 13,906 13,299 13,800 14,430 使用料及び賃借料 112,321 円

職員人件費　② 6,023 6,138 6,371 6,479

総事業費（①＋②） 20,756 20,614 21,233 21,972

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 市民センター使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 生涯学習・青

和

少年育成
施策体系

施策

６

の内容 学習機会の充実

年

目
　
　
　
的

　生涯学習

度

施設（北部市民センタ

評

ー）として

主
た
る
内
容

価

　施設利用に係る受付

）

事務、施設清掃、各種

刈

維持管理に努め、利用

谷

者の利便を図る。 設備

市

機器の日常・定期点検

事

を通じて、施設の
適正

務

な維持・保守管理を行

事

う。

位
置
づ
け

関連計画

業

刈谷市生涯学習推進計

評

画

根拠法令 社会教育法

価

、刈谷市市民センター

シ

条例、刈谷市公民館条

ー

例

対象者 市民 事業期間

ト

昭和６２年度 ～

実施方

（

法 ■直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

４年度

育

実績 ５年度実績 ６年度

部

実績 ７年度計画

・北部

一

公民館利用者数 ・北部

般

公民館利用者数 ・北部

会

公民館利用者数 ・北部

計

公民館利用者予定数
　

施

　　  　　10,0

設

04人 　　　　　　　

管

　10,792人 　　

理

　　　　　　11,4

事

72人 　　　　　　　

業

　11,000人
・施

担

設利用率　17.3％

当

・施設利用予定率　1

課

7.6％ ・施設利用予

北

定率　20.5％ ・施

部

設利用予定率　18.

市

0％

　身近な学習施設

民

である北部市民センタ

セ

ーで、公民館利用者が

ン

気軽に利用できるよう

タ

住民の利便を図り生涯

ー

学習の場を提

成果
供で

款

きた。

　施設利用者数

項

が減少傾向にあり、市

目

民講座参加者などに新

担

たなサークル活動を促

当

すなど、公民館利用者

係

数、施設利用率

を増や

北

す施策が求められる。

部

課題

指標名称（単位）

市

実績値 目標値

４年度 ５

民

年度 ６年度 ７年度 ９年

セ

度

活動 北部公民館利用

ン

者数（人） 10,00

タ

4 10,792 11,

ー

472 11,000 1

1

1,000
指標
成果 施

0

設利用率（％） 17.


